
１   規   模

補正予算の規模  　　　５０億５，２００万円　

一般会計  　　　５０億３，８００万円　

特別会計 　　　　 　　１，４００万円

補正後の予算規模  ９，９３２億５，５００万円　

一般会計  ５，８１６億９，３００万円　

特別会計  ４，１１５億６，２００万円　

や災害時の分散避難の推進に係る経費などを計上した。

令和２年度７月補正予算 （案） の概要    

今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症への本市独自の対

策として、中小企業者事業継続給付金や、ひとづくり応援事業のほ

か、新しい生活様式の定着に向けて、学校特別教室のエアコン設置

［予算額については、百万円単位で整理した。］

資 料
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（特別会計で計上する事業は、内容欄に会計名を記載。）

事 業 名

新型コロナウイルス感染 5,038,398

症対策関連

１　事業継続支援 547,704 １　中小企業者事業継続給付金 440,000

市内中小企業者の支援のため、国等の給付金制度

の対象外となっている事業者に給付金を支給

　対象者　中小企業者（NPO法人等も含む）

　支給要件　以下①～③のいずれにも該当する者

　　①国の持続化給付金及び県の中小企業再建

　　　 支援金が未受給である者

     ②令和2年1月から申請月の前月までの間で、

　　　　1か月当たりの売上高が前年同月比20％

　　　　以上50％未満減少しており、かつ、その

　　　　期間が１か月以上ある者

　 　③今後も事業継続の意思のある者

　支給額　　 20万円/者

　申請時期　令和2年9月～11月　随時給付金を支給

２　地域公共交通支援 83,000

利用者の減少により大きな影響が生じている公共

交通事業者に対し、事業継続に向けた支援を実施

（1）運転手養成支援 35,000

市内バス等交通事業者が実施する職員の免許取得

養成制度に係る費用を助成

　対象業種　路線バス、タクシー

　補助率等　事業者が負担する免許取得に係る教習

　　　　　　　　費用の1/2　（上限額30万円/人）

　

（2）事業継続支援金 48,000

利用者の密環境を避けるため、緊急事態宣言下で

の減便等を抑制した市内の路線バス事業者に対し、

稼働した運転手の数に応じ、事業継続のための支援

金を支給

　対象業種　路線バス

　支援額　   100万円～1,400万円

　　　　　   　（各事業者の運転手の数に応じて支援

              　 額を設定）

２  補正予算の主な内容

内 容

（単位：千円）

金 額
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事 業 名 内 容

（単位：千円）

金 額

３　在宅高齢者等へのサービス継続支援 10,704

（１）　在宅サービス継続支援 8,376

新型コロナウイルス陰性の濃厚接触者への在宅

サービス継続を支援するため、訪問サービス等を

提供した事業所等に対し、支援金を支給

　支給額　訪問サービス　基本額　15万円（1回限り）

　　　　　　　　　　　　　　　　加算額　9千円/回

　　　　　　 ケアプラン等作成　2万円/件

（２）　介護保険の支給限度額等を超えた 2,328

　　　 サービス提供への支援

家族介助者の新型コロナウイルス感染等に伴い濃厚

接触者となった者が､24時間の見守りが必要である等に

より、支給限度額内のサービスだけでは生活が維持でき

ない場合の限度額超過に係る自己負担相当額を支給

４　PCR検査等協力支援金 8,000

PCR検査及び抗原検査の検体採取により、医師が

新型コロナウイルスに感染し、診療所を休止した

場合に、診療所に対し、再開のための支援金を支給

　支給額　　　　　 100万円/診療所　

　支給見込件数　8件

５　就労継続支援事業所の生産活動 6,000

 　 活性化支援

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている

障害者の就労を維持・確保するため、減収となって

いる就労継続支援事業所に対し、生産活動の継続

に必要な経費を助成

　対象　         就労継続支援事業所　12か所

　補助率　　　  10/10

　補助上限額　50万円/か所

3



事 業 名 内 容

（単位：千円）

金 額

２　市民生活・市民活動 439,250 １　ひとづくり応援講座等利用促進 321,000

　　の支援 文化・教養・資格取得・スポーツ等各講座の新規

受講者の減少に鑑み、学びの機会回復による文化

振興・雇用促進に向けた取組みを実施

①　受講料金助成

　　 受講料金の割引相当額に対し助成

　　　対象者　市内で習い事の講座を開設し、サービス

　　　　　　　　 を提供する者（習いごと事業者）

       助成額　受講料の50％割引相当額

②　感染拡大防止対策費支援

　　　フェイスシールド、マスク、消毒液等の感染予防

　　　対策経費として、一律3万円を給付

　　　　対象者   　本事業に参加する習いごと事業者

　　　　実施期間　①②とも令和2年10月～令和3年3月

２　文化芸術活動の支援 112,250

市内での文化芸術活動の再開を後押しするため、

文化芸術活動の支援等を実施

（１）　文化芸術発表の支援 30,250

新型コロナウイルス感染症の影響によるイベント開催

制限に伴い､主催者の費用負担が増加する中、文化

芸術発表を支援するため､市文化施設の各ホールの

利用料金を免除

　対象施設　市民会館、文化センター、

　　　　　　　　若葉文化ホール、美浜文化ホール

　対象公演　音楽、演劇、バレエ等

　期間　　　　令和2年8月～12月

（２）　デジタルミュージアム推進 32,000

新しい生活様式の下での文化芸術の発信を推進する

ため、千葉市美術館の収蔵品をデジタル化によりオン

ライン上で発信

　実施時期　令和3年1月～
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事 業 名 内 容

（単位：千円）

金 額

（３）　文化芸術鑑賞イベント支援 40,000

市内の屋外かつ市民料金を半額等のイベントを実施

する団体に対し、事業経費及び市民が購入する

チケットの割引き相当額を助成

　補助率　事業経費　1/2　（補助上限額　200万円）

　　　　　 　市民分チケットの割引き相当額　10/10

　　　　　 　（補助上限額　2千円/枚　合計200万円）

（４）　動画配信環境整備助成 10,000

公演をオンライン配信するライブハウス等に対し、

動画配信環境整備に係る経費を助成

　補助率　　　　1/2

　補助上限額　50万円

３　ふるさと納税を活用した地域コミュニティ 6,000

　　支援

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民活動

団体を支援するとともに、市民活動の底上げを図る

ため、ふるさと納税を活用した新たな資金支援制度

を創設

　内容　　　　寄附者から団体を指定して寄附された

　　　　　　　　寄附金を市が団体に交付

　対象団体　市内で活動を行うNPO法人

３　新しい生活様式関連 3,118,065 １　学習環境の整備 2,903,057

(1)　特別教室のエアコン設置 2,602,178

　 分散授業や避難所の分散収容を想定して、現在未設

置となっている全ての特別教室にエアコンを設置

　対象校　市内小学校108校、中学校53校　

　　　　　　 特別支援学校2校　　計163校　

　対象教室　理科室、家庭科室、図工室、美術室　等

　　　　　　　計851教室（各4台）
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事 業 名 内 容

（単位：千円）

金 額

(2)　学校の感染症対策の強化 258,000

  国費拡充分を活用し、感染拡大のリスクを最小限にす

るための備品等を購入

　対象校　全市立小・中・高・特別支援学校（計170校）

　整備内容　加湿器、映像発信設備　等

(3)　オンライン指導のための環境整備 38,035

新型コロナウイルスによる再度の休校事態にも児童

生徒の学びを保障するため、オンライン指導の環境

を整備

　主な対象　市内市立小学6年、中学3年、高校3年、

　　　　　　　　特別支援学校各部最終学年の児童生徒

　　　　　　　　など

　整備内容　既導入済みの端末をオンライン指導可能

　　　　　　　　な設定に変更　（4,864台）

　　　　　　　　教師用端末にマイク内蔵Webカメラを設置

(4)　図書館のICT化 4,844

図書館内におけるインターネットによる資料収集等

を可能とするため、Wi-Fi環境を整備

　整備箇所　14か所

２　避難所における3密対策 204,508

避難所における3密を回避することを目的に、分散

避難を推進するための取組みを実施

（1）備蓄倉庫の整備 136,800

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ、新たに

購入する備蓄品等を保管する備蓄倉庫を整備

　　整備内容　鉄骨造平屋建

（2）町内自治会集会所への備蓄品等配備 67,708

災害時の分散避難先として、町内自治会が保有す

る集会所等を活用し、短期滞在を想定した備蓄品

等を配備

　　対象集会所数　400施設

　　配備内容　アルファ米、飲料水500ｍｌ

　　　　　　　　　防災行政無線戸別受信機　
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事 業 名 内 容

（単位：千円）

金 額

３　在宅保育支援給付金 10,500

新型コロナウイルス流行の中、保育園等の利用に

不安を感じる保護者の選択肢として、モデル的に

在宅保育を支援

対象者　保護者の就労により保育が困難な3歳

　　　　　 未満の児童を在宅等で保育する市内

　　　　　 在住の3親等以内の親族

給付額　1万円/月・児童

４　ちばしチェンジ宣言 136,940 １　データカタログサイトの機能強化 9,350

　　関連 （債務負担行為　6,820）

市有情報の公開にあたり、データ利用者の利便性

向上のため、データカタログサイトの機能を強化

　整備内容　データカタログサイトを多くの自治体

　　　　　　　　が採用しているオープンソースソフト

　　　　　　　　ウェアを活用する方式に変更

２　職員のテレワーク等環境整備 127,590

新型コロナウイルスの第二波の到来に備え、市役所

機能を維持するため、出勤抑制・分散勤務対策とし

て、テレワーク等の環境を整備

　整備内容　

　　①在宅勤務等リモートアクセス環境の拡充

　　　　 現状　PC100台→1000台（900台追加）

     ②サテライトオフィスの整備（市内12箇所）

     ③他団体の職員が執務可能となる環境整備

　　　（市内5箇所）

     ④遠隔会議環境の拡充

　　 　  現状　PC35台→45台（10台追加）

7



事 業 名 内 容

（単位：千円）

金 額

５　その他の感染拡大 665,982 １　社会福祉施設等の感染拡大防止対策 368,624

　防止策 社会福祉施設等に対し、マスクや消毒液等の購入に

係る経費を助成するほか、感染症対策を徹底した上

での事業継続に必要な研修受講等に係る経費を助成

　対象　子どもルーム､アフタースクール､

　　　　　児童養護施設､乳児院､母子生活支援施設､

　　　　　ファミリーホーム､自立援助ホーム､

　　　　　病児・病後児保育､ 地域子育て支援センター､

　　　　　子育てリラックス館､子育て支援館､

　　　　　エンゼルヘルパー､保育施設､児童相談所､

　　　　　子どもの居場所づくり実施団体等

　補助率　　　　10/10

　補助上限額　10～100万円/施設等

２　MICE関連施設の感染防止対策 65,000

MICE関連施設の管理・運営事業者に対し、消毒等

に要する経費を助成

　対象施設　会議施設、展示施設　等

　補助率　3/4

　補助上限額　１開催あたり　2万円～50万円

　　　　　　 　　　施設あたり　50万円～3,000万円

３　動物公園の感染防止対策 13,680

（動物公園事業特別会計）

感染拡大リスクを最小限にするための備品等を購入

するとともに、休園再開後の来園者呼び込みのため

PR活動を実施

　整備内容　入園者自動検温器、センサー水栓

　　　　　　　　サーキュレーター・空気清浄機

　PR活動　　モノレールラッピング

　　　　　　　　広告掲出
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事 業 名 内 容

（単位：千円）

金 額

４　児童相談所の体制強化 6,721

（１）一時保護所の個室化 6,016

感染が疑われる児童を分離する場合に備え、

一時保護所の個室化を実施するとともに、

児童等に対応するための看護師を1人増員

（２）ICT機器の導入 705

一時保護児童の生活環境の充実を図るため、

ICTを活用した学習機会を提供するための機器

を導入

５　社会福祉施設簡易陰圧装置設置助成 198,720

感染者等が発生した場合に、施設内での感染

拡大を防止するため、社会福祉施設に対し、

簡易陰圧装置の設置に係る経費を助成

　対象　　　　　 特別養護老人ホーム　7か所

　　　　　　　　　 介護老人保健施設　4か所

　補助率　　　　10/10

　補助上限額　432万円/台

6　ドライブスルー方式での検体採取 13,237

帰国者・接触者外来や各医療機関に加えて

実施しているドライブスルー方式の検体採取

について、令和3年3月まで期間を延長
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資料

 １  歳入歳出予算内訳

補正前の額 補 正 額 計

988,202,989 5,052,078 993,255,067

6,000

繰 越 金 39,675

繰 入 金 13,680

諸 収 入 7

特

別

会

計

動 物 公 園
事 業

1,278,160 13,680 1,291,840

計 411,548,814 13,680 411,562,494

教 育 費

一

般

会

計
83,368,092

土 木 費

37,909,423

174,496,003

53,178,550 96,680 53,275,230

80,452,535 2,915,557

県 支 出 金 577,942

寄 附 金

全 会 計 合 計

133,760,493 472,698 134,233,191

計 576,654,175 5,038,398 581,692,573

民 生 費 173,907,234 588,769

138,694

（単位：千円）

衛 生 費 37,770,729

区 分 補 正 額 の 財 源 内 訳

総 務 費

商 工 費 29,640,955 826,000 30,466,955

国庫支出金 4,414,774
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２  繰越明許費

金　　　　額

備 蓄 倉 庫 整 備 事 業 136,800

小 学 校 特 別 教 室 冷 暖 房 設 備 設 置 事 業 1,543,740

中 学 校 特 別 教 室 冷 暖 房 設 備 設 置 事 業 1,028,486

特 別 支 援 学 校 特 別 教 室 冷 暖 房 設 備 設 置 事 業 29,952

　追　加
（単位:千円）

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名

一

般

会

計

３　債務負担行為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

デ ー タ カ タ ロ グ サ イ ト 運 用 保 守
令和3年度～
令和4年度

6,820 千 円 に 消 費 税
及 び 地 方 消 費 税 を
加算した 額の範囲内

在 宅 勤 務 等 リ モ ー ト ア ク セ ス 環 境 運 用 保 守
令和3年度～
令和6年度

33,892千円 に消 費税
及 び 地 方 消 費 税 を
加算した 額の範囲内

事 項

追　加

一

般

会

計
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